
地方版まち・ひと・しごと創生総合戦略について

第二次多賀城市まち・ひと・しごと
創生総合戦略（令和3〜7年度）

第三次多賀城市まち・ひと・しごと
創生総合戦略（令和8〜12年度）

国の総合戦略

地方版総合戦略

地域再生計画

地方創生関係交付金等

地方版総合戦略の方向性を示す

方向と目標（KPI）設定

国の認定を受ける必要あり

認定された地域再生計画を事業化し、国から交付金を受領

【地方創生の仕組み】

※本市では、総合計画と連動して策定
幅広い層の住民をはじめ、多様な主体の参画を
得て策定することが望ましいとされている。

国では… 「地方創生2.0 基本構想」が閣議決定（令和７年６月13 日）
平成26 年に「地方創生」が開始されてからの10 年間の成果と反省を踏まえ、

今後10 年間を見据えた「地方創生2.0」の方向性を提示するもの
基本構想で示した方針を踏まえ、具体的な施策を記述した「総合戦略」（ま

ち・ひと・しごと創生法(平成26 年法律第136 号)第８条に規定するまち・ひと・
しごと創生総合戦略をいう。）を本年中に策定することとされている。

「地方創生2.0」を推進するため、地方版総合戦略の見直しが必要
⇒第三次多賀城市まち・ひと・しごと創生総合戦略への反映

【今後のスケジュール（仮）】
12月 国の総合戦略「地方創生2.0」が策定される予定
12月〜1月 国の総合戦略に合わせた第三次多賀城市まち・ひと・しごと創生総合戦略（案）を作成予定

地方創生関係交付金等の申請に向けて、地域再生計画を作成し、認定申請予定
1〜2月 第三次多賀城市まち・ひと・しごと創生総合戦略（案）に対し、総合計画審議会委員の皆様から

ご意見をいただく（書面でご案内し、ご意見がある場合に書面提出いただく予定です）
3月 第三次多賀城市まち・ひと・しごと創生総合戦略を策定予定
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【参考】人口ビジョン（案）について
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（人）

■ 国立社会保障・人口問題研究所の日本の地域別
将来推計人口（平成30年推計）

▲ 市将来展望

１ 多賀城市人口ビジョン（令和２年５月改訂版）

◆ 国立社会保障・人口問題研究所の日本の地域別
将来推計人口（令和5年推計）

▲ 市独自推計（国合計特殊出生率1.15）
● 市独自推計（市合計特殊出生率1.37）

２ 多賀城市人口ビジョン（令和７年度改定予定）


